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2.10 その他新たな計測手法 

 
2.10.1 オブリーク（Oblique）カメラ 
オブリークカメラは、従来の直下視撮影用のカメラに加えて、複数の斜め方向を撮影できるカメラを搭

載しており、1 回の撮影で多方向の写真が同時に撮影できる。これにより、従来の直下視画像のみを用い

た表層面標高点群データ（DSM（Digital Surface Model：数値表層モデル））の抽出よりも、建物の壁面

等を含む、より詳細な DSM データの自動作成が可能となった。 
画像マッチング技術は、開発されてからもう十数年になるが、オブリークカメラの出現により、概略設

計モデルの作成工程に大きな影響を与えようとしている。 
更にこの DSM データを基にした TIN*4 データに対して、撮影画像を貼り付けることにより、より現

実空間に近い３次元モデルが短時間に作成できるようになった。 
*4 TIN：Triangulated Irregular Network の略：地表面や構造物等を三角形の集合体で表現する。 
 

 

図 37 航空写真撮影による鳥瞰図作成プロセス 

 

 
図 38 従来の撮影カメラとオブリークカメラで作成した地形モデルの比較 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第２章 測量（令和４年３月 国土交通省） 

 
オブリークカメラ撮影による３次元鳥瞰図、レーザ計測データ、UAV 画像等を組み合わせた鳥瞰図は、

今後の概略設計や住民合意形成資料の精度向上に資するものと思われる。 

３次元地形モデルを構築するための計測技術は、現在、レーザスキャナ機材を用いた計測が主流に

なっているが、これに対し、レーザ計測とは全く違う方法で３次元地形モデルを構築する方法がある。

それは、複数のステレオ写真より画像相関によるマッチング処理を行い、標高データを自動生成する

技術である。 

 
点群（ノイズ除去前） TIN TIN（簡素化後） テクスチャ―⽣成後 点群（ノイズ除去後） 
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図 39 オブリークカメラ他を組み合わせた３次元鳥瞰図 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第２章 測量（令和４年３月 国土交通省） 
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2.11 測量における用語の解説と留意点 
 

 ＮＮガイドラインにおける測量に関する用語についての解説と不整合や網羅性についての留意点

を以下に示す。 

 
2.11.1 農林水産省農村振興局測量作業規程 

農林水産省農村振興局測量作業規程は、測量法（昭和 24 年法律第 188 号。以下「法」という。）第 33 条第

１項の規定に基づいて国土交通大臣の承認を得たものであり、農林水産省地方農政局の行う測量は、他の特別

の定めがある場合を除き、この規程の定めるところによる。 
現在の農林水産省農村振興局測量作業規程（令和 3 年 2 月 3 日）は、第 33 条第 1 項の規定に基づく測量作

業規程の変更を申請し、承認（令和 3 年 2 月 1 日付け国国地第 96 号）を得たので、令和 3 年 2 月 3 日以降の

測量に係るものに適用している。 
詳細は、農林水産省ホームページ「測量作業規程」を参照。

https://www.maff.go.jp/j/nousin/seko/kyotu_siyosyo/k_sokuryo/index.html 
 

2.11.2 基盤地図情報（数値標高モデル）5m メッシュ（標高）/10m メッシュ（標高） 
基盤地図情報（数値標高モデル）については現在、「5m メッシュ（標高）」と「10m メッシュ（標高）」

が存在しているが、作成方法・作成時期の違いから以下に注意する必要がある。 
 

（１）測地系の混在によるモデル間の不整合 
5m メッシュ（標高）については、測地成果 2000（JGD2000）と測地成果 2011（JGD2011）が混在し

ている。10m メッシュ（標高）については、JGD2000 のみである。 
測地成果が混在する場合には、接合ができなくなる。 
また、地殻変動が発生した場合には、基準点等の測地成果が変更になる場合がある。このため、BIM/CIM

モデルとの統合に際しては、全てのモデルを同一の測地成果を基準として、統合を図る必要がある。 
 
（２）測量方法の混在によるモデル間の不整合 

5m メッシュ（標高）については、測量実施時期・計測方法の違いなどにより、測量精度が異なるため、

隣接するメッシュコードのファイル間の接合部ではギャップを生ずる場合がある。ギャップを許容でき

ない場合は、10m メッシュ（標高）の利用や、新規のレーザ計測等を検討する必要がある。 
また、5m メッシュ（標高）と 10m メッシュ（標高）を混在させる場合については、測量方法が異な

る。測量方法が異なると、その精度も異なる。混在する場合には、接合部でギャップや、重複する部分で

は標高値の差異が、発生する可能性がある。 
 

（３）網羅性 
10m メッシュ（標高）は日本全国を網羅しているが、5m メッシュ（標高）は都市部や 1 級河川を中

心に整備されているが全国を網羅していない。 
 

2.11.3 GNSS（Global Navigation Satellite System：全球測位衛星システム） 
GNSS は、GPS、GLONASS、Galileo、準天頂衛星（QZSS）等の衛星測位システムの総称。 
GPS（Global Positioning System）は、アメリカ合衆国によって、航空機・船舶等の航法支援用として

開発されたシステムである。 
このシステムは、上空約 2 万 km を周回する GPS 衛星（6 軌道面に 30 個配置）、GPS 衛星の追跡と管

制を行う管制局、測位を行うための利用者の受信機で構成されている。 
航空機・船舶等では、4 個以上の GPS 衛星からの距離を同時に知ることにより、自分の位置等を決定す

る。GPS 衛星からの距離は、GPS 衛星から発信された電波が受信機に到達するまでに要した時間から求

められる。衛星から発信される電波には、衛星の軌道情報・原子時計の正確な時間情報などが含まれてい

る。 
出典：国土地理院ホームページ 

(https://terras.gsi.go.jp/geo_info/GNSS.html) 
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2.11.4 GNSS での測位方法の違いによる誤差の関係 
GNSS には、幾つかの測位方法（利用方法）がある。その測位方法により、計測できる緯度経度が異な

るため、利用に当たってはその特性を考慮して利用する必要がある。 
 

表 24 GNSS での測位方法における誤差の目安 

GNSS 測位方法 誤差の目安 
単独測位 約 10m 

DGPS 測位 
（ディファレンシャル GPS） 

数 m 

RTK-GPS 測位 数 cm 
ネットワーク型 RTK-GPS 測位 数 cm 

スタティック法（1-4 級基準点測量）  5mm 
短縮スタティック法（3-4 級基準点測量、路線

／河川測量、用地測量等） 
5mm 

 

出典：国土地理院ホームページ「GNSS を使用した測量のいろいろ」 

（https://terras.gsi.go.jp/geo_info/GNSS_iroiro.html）より整理 

 
2.11.5 IMU（Inertial Measurement Unit / 慣性計測装置） 
移動体の角度・加速度を同時に観測する装置である。 
空中写真測量、航空レーザ測量、車載写真レーザ測量などを行う場合に、GNSS で位置を計測し、IMU

で姿勢傾き・加速度を同時に観測することで、精度の高い測量を可能としている。 
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2.11.6 標高とジオイド高 
地球は、構成する物質等の偏りにより、完全な楕円体ではなく不規則な形をしている。この形状により、

重力方向と直交する面をつなげた面についても、完全な楕円体とはならず不規則な曲面となる。重力と直

交する曲面を、平均海水面高と一致させた曲面をジオイドという。 
GNSS 測量による高さについては、地球楕円体からの高さを基本としている。このため、標高について

は、測定する機材等よっては、ジオイド高による補正を行う必要がある。 
 

 

図 40 標高と楕円体高とジオイド高の関係 

出典：国土地理院ホームページ「ジオイドとは」（https://www.gsi.go.jp/buturisokuchi/geoid.html） 

 
 

2.11.7 構造物等のエッジの取得について 
ＮＮガイドラインでは、３次元点群データを取得する、面的な測量方法を主に紹介している。 
しかし、面的な測量手法では、構造物等のエッジについては取得することはできないため、TS 等を用い

た現地測量や、UAV を利用する場合でも、空中写真測量による図化手法等を組み合わせて利用することが

必要である。 
 

2.11.8 レーザ測量における色つき点群の成果について 
レーザ測量では、同時にデジタルカメラで撮影した場合には、色つきの点群データを作成可能である。

しかし、農林水産省農村振興局測量作業規程ではレーザ測量の成果に色（RGB）情報は必須となっておら

ず、受発注者間の協議事項となる。 
このため、測量段階で取得した点群データを、BIM/CIM で利用する場合には、常にカラー画像が利用

出来る訳ではないことに注意する必要がある。 
 

2.11.9 国土地理院の測量成果の利用承認申請・複製承認申請 
基盤地図情報等の国土地理院の測量成果（地図、数値標高モデル、空中写真等）を、複製及び使用する

場合は、測量成果の複製承認申請又は使用承認申請が必要となる場合がある。 
例えば、BIM/CIM 活用業務・工事の受注者が、基盤地図情報 数値標高モデルをダウンロードし、その

データを用いて地形モデル作成し、地形モデル及びダウンロードしたデータを納品する場合には、発注者

は事前に複製承認の申請を行う必要がある。 
詳細は、国土地理院ホームページ「国土地理院の地図の利用手続」を参照。 

https://www.gsi.go.jp/LAW/2930-index.html 
2.11.10 既成成果としての標高データ 
概略設計等に利用可能な既成成果として、様々な標高データが存在するが、メッシュサイズ、作成方法

等様々に存在し、目的や用途、特性によって使い分けや、座標変換などが必要である。 
なお、有償のデータとしては、より詳細な標高データ等が存在するが、より厳しいライセンス条項が存

在する場合が多い。 
ここでは無償のものを、一部紹介する。 
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表 25 既成成果としての標高データの例 

 

出典：BIM/CIM 活用ガイドライン（案）第１編 共通編 第２章 測量（令和４年３月 国土交通省） 

名称 
メッシュ

サイズ 
公開

元 
作成方法 

整備 
範囲 

標高

種別 
精度 測地系 ライセンス 備考 

基盤地図情

報数値標高

モデル 5m
メ ッ シ ュ 標

高 

5ｍ 

国土

地理

院 

航 空 レ ー

ザ測量又

は 、 空 中

写真測量 

都市

域、河

川流域

等 

DTM 

垂直

0.3m 
又は 
0.7m  

JGD 
2011 

国土地理

院 コ ン テ

ン ツ 利 用

規約 

地域により測量手

法・精度がことなる

ため、境界でギャッ

プが生ずる可能性

がある。 
標高の代表点が各

メッシュ中心のた

め、各図面の境界

でギャップが生ずる

可能性がある。 

基盤地図情

報数値標高

モデル 10m
メ ッ シ ュ 標

高 

10ｍ 
1/25000
地形図の

等高線 

日本 
全国 

垂直 5m
以内 

JGD 
2000 

標高の代表点が各

メッシュ中心のた

め、各図面の境界

でギャップが生ずる

可能性がある。 
JGD2000 のため、

東北地方等で測地

系を変換が必要と

なる場合がある。 

標高タイル

（基盤地図

情報数値標

高モデル） 

ズーム

レベル

により

異な

る。 

基盤地図

情報数値

標高モデ

ル 

日本 
全国 

基盤地

図情報

数値標

高の精

度 

JGD 
2011 

通常の基盤地図情

報数値標高モデル

とは、格納方法が

異なる。 

SRTM1 
version3 

約 30m NASA 

ス ペ ー ス

シャトルに

搭 載 し た

レーダ。 

全世界 
(北緯、

南緯とも

に 80
度未満) 

DSM 

標 準 偏

差 10ｍ 
WGS84 

パブリック

ドメイン 
欠損値は ALOS
等から補完。 

ALOS 全球

数値地表モ

デル(DSM) 
"ALOS 
World 3D - 
30m" 
(AW3D30) 

約 30m JAXA 

ALOS 
「だいち」 
及 び 、

Digital 
Globe 社

の衛星画

像 

全球陸

域 (緯
度約 82
度以内) 

5m 
ITRF9

7 

出 所 と 著

作 権 を 明

示 

メッシュサイズ 5m
等のより詳細なデ

ータが”全世界デジ

タル 3D 地形デー

タ 
(ALOS World 
3D)”として販売され

ている。 
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